
 

独立行政法人宇宙航空研究開発機構 中期計画案 新旧対照表 

 

・変更部分は赤字で下線。 

中 期 計 画 （変 更 後） 中 期 計 画（変 更 前） 

Ⅰ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達

るためにとるべき措置 成す 成す

 

１．衛星による宇宙利用 
 

地球環境観測プログラム、災害監視・通信プログラム、衛星測位プログラ

ムに重点化し、衛星等を活用した宇宙開発利用を推進することにより、安全・

安心な社会の構築、経済活性化・産業競争力強化等、我が国の危機管理能力

や国民生活の質の向上、アジア太平洋地域の持続的発展と安定に貢献する。

また、ユーザと連携して利用の拡大を図り、新たな宇宙利用の形態を追求

する。 
 

（１）（略） 
（２）（略） 
（３）衛星測位プログラム 
 

「地理空間情報活用推進基本法」（平成 19 年法律第 63 号）及び同法に基

づいて策定される「地理空間情報活用推進基本計画」に基づき、衛星測位

システムの構築に不可欠な衛星測位技術の高度化を実現する。具体的には、

 
（ａ）技術試験衛星Ⅷ型（ETS-Ⅷ） 
（ｂ）準天頂衛星初号機 
 

等に係る研究開発・運用を行う。 
これらのうち、準天頂衛星システム計画の第一段階である、準天頂衛星

初号機及び地上設備の開発については、総務省、経済産業省及び国土交通

省と共同で行い、同衛星の打上げを本中期目標期間中に行う。また、関係

Ⅰ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達

るためにとるべき措置 

 

１．衛星による宇宙利用 
 

地球環境観測プログラム、災害監視・通信プログラム、衛星測位プログラ

ムに重点化し、衛星等を活用した宇宙開発利用を推進することにより、安全・

安心な社会の構築、経済活性化・産業競争力強化等、我が国の危機管理能力

や国民生活の質の向上、アジア太平洋地域の持続的発展と安定に貢献する。 
また、ユーザと連携して利用の拡大を図り、新たな宇宙利用の形態を追求

する。 
 

（１）（略） 
（２）（略） 
（３）衛星測位プログラム 
 

「地理空間情報活用推進基本法」（平成 19 年法律第 63 号）及び同法に基

づいて策定される「地理空間情報活用推進基本計画」に基づき、衛星測位

システムの構築に不可欠な衛星測位技術の高度化を実現する。具体的には、 
 
（ａ）技術試験衛星Ⅷ型（ETS-Ⅷ） 
（ｂ）準天頂衛星初号機 
 

等に係る研究開発・運用を行う。 
これらのうち、準天頂衛星システム計画の第一段階である、準天頂衛星

初号機及び地上設備の開発については、総務省、経済産業省及び国土交通

省と共同で行い、同衛星の打上げを本中期目標期間中に行う。また、関係
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機関と連携し、全地球測位システム（GPS）の補完に向けた技術実証及び

次世代衛星測位システムの基盤技術の確立に向けた軌道上実験を行う。 
さらに、本プログラムの研究開発成果については、民間等による衛星測

位技術の利用が推進されるよう、外部への公開及び民間等に対する適切な

情報の提供等を行う。 
なお、平成 21 年度補正予算(第 1 号)により追加的に措置された交付金につ

いては、「経済危機対策」の底力発揮・21 世紀型インフラ整備のために措

置されたことを認識し、準天頂衛星初号機の開発に充てるものとする。 
 
（４）（略） 
 
２． ～１１．（略） 
 

Ⅱ．（略） 

 

Ⅲ．予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

１．予算 

平成 20 年度～平成 24 年度予算 
（単位：百万円）

区別 金額 
収入 

運営費交付金 
施設整備費補助金 
国際宇宙ステーション開発費補助金 
地球観測衛星開発費補助金 
受託収入 
その他の収入 

 
計 

６２９，７９９

３４，７９３

１６５，１２５

７３，８０８

７，５００

５，０００

９１６，０２６

支出 
一般管理費 
（公租公課を除く一般管理費） 

３５，１９３

３１，８９４

機関と連携し、全地球測位システム（GPS）の補完に向けた技術実証及び

次世代衛星測位システムの基盤技術の確立に向けた軌道上実験を行う。 
さらに、本プログラムの研究開発成果については、民間等による衛星測

位技術の利用が推進されるよう、外部への公開及び民間等に対する適切な

情報の提供等を行う。 
 
 
 
 

（４）（略） 
 
２． ～１１．（略） 
 

Ⅱ．（略） 

 

Ⅲ．予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

１．予算 

平成 20 年度～平成 24 年度予算 
（単位：百万円） 

区別 金額 
収入 

運営費交付金 
施設整備費補助金 
国際宇宙ステーション開発費補助金 
地球観測衛星開発費補助金 
受託収入 
その他の収入 

 
計 

 
６２９，７９９ 

３４，７９３ 
１６５，１２５ 

７３，８０８ 
７，５００ 
５，０００ 

 
９１６，０２６ 

支出 
一般管理費 
（公租公課を除く一般管理費） 

 
３５，１９３ 
３１，８９４ 
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  うち、人件費（管理系） 
     物件費 
     公租公課 
事業費 
  うち、人件費（事業系） 
     物件費 
施設整備費補助金経費 
国際宇宙ステーション開発費補助金経費 
地球観測衛星開発費補助金経費 
受託経費 
 

計 

１９，７０３

１２，１９１

３，２９９

５９９，６０６

７１，９６６

５２７，６３９

３４，７９３

１６５，１２５

７３，８０８

７，５００

９１６，０２６

 
［注 1］～［注４］（略） 

［注５］運営費交付金収入及び事業費には、平成 21 年度補正予算(第 1 号)によ

り措置された「経済危機対策」の底力発揮・21 世紀型インフラ整備のための準

天頂衛星初号機開発に係る事業費が含まれている。 
 

２．～３．（略） 

 

Ⅳ．～Ⅶ．（略） 

 

  うち、人件費（管理系） 
     物件費 
     公租公課 
事業費 
  うち、人件費（事業系） 
     物件費 
施設整備費補助金経費 
国際宇宙ステーション開発費補助金経費 
地球観測衛星開発費補助金経費 
受託経費 
 

計 

１９，７０３ 
１２，１９１ 
３，２９９ 

５９９，６０６ 
７１，９６６ 

５２７，６３９ 
３４，７９３ 

１６５，１２５ 
７３，８０８ 
７，５００ 

 
９１６，０２６ 

 
［注 1］～［注４］（略） 

 

 

 

 

２．～３．（略） 

 

Ⅳ．～Ⅶ．（略） 

 

※ 中期計画案については現時点のものであり、財務省との協議等によって変更の可能性がある。 

※ 平成２１年度補正予算（第１号）については、２２年度以降の予算の前倒しによる措置のため、中期目標期間全体の資金計画に変更はない。 
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